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｢金融商品取引法等の一部を改正する法律」(平成 21 年法律第 58 号。以
下、金融ADR法という) に基づき、2010 年 4 月に金融ADR制度 (金融
分野における裁判外紛争解決制度) が発足した (ただし、苦情処理・紛争
解決に係る金融機関に対する行為規制は 2010 年 10 月から施行されてい
る)。保険分野においても、金融 ADR 法によって保険業法が改正されて
産大法学 52巻 4 号 (2019. 1)
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結する義務が法律上の行為規制として課されている (保険業法 105 条の 2、
105 条の 3、199 条、272 条の 13 の 2、299 条の 2)。また、紛争解決手続
が実施される場合には、手続応諾義務 (保険業法 308 条の 7第 2項 2号)、
資料提出義務 (同条 2 項 3 号)、特別調停案受諾義務 (同条 2 項 5 号、6
項) が手続実施基本契約上の義務として課されている。紛争解決手続にあ
たる紛争解決委員は、和解案を作成し、当事者に受諾を勧告したり (保険
業法 308 条の 7 第 2 項 4 号、308 条の 13 第 6 項)、特別調停案を提示した











( 1 ) 保険分野の金融 ADR 制度の発足経緯および概要については、坂本 (2010)、竹中
(2010)、野口 (2011)、権藤 (2011)、竹井 (2011) 参照。



























( 3 ) Ref., http : //www.sonpo.or.jp/efforts/adr, last visited on Jun. 29, 2018. なお、2012 年 4
月に「損害保険相談・紛争解決サポートセンター」に改称される以前は、「損害保険紛争
解決サポートセンター」という名称だった。
( 4 ) 平成 23 年度〜平成 29 年度において (ちなみに、金融 ADR 法の完全施行日は平成 22
年 10 月である)、苦情処理手続受付件数に関しては、指定紛争解決機関の中で一貫してセ
ンターが最多である。他方、紛争解決手続受付件数に関しては、平成 23 年度および平成
24 年度は全国銀行協会が最多であったが、平成 25 年度以降はセンターが最多となってい
る。以上、金融庁「指定紛争解決機関の紛争解決等業務実施状況」(2018 年 6 月 27 日開催
の第 55回金融トラブル連絡調整協議会の配布資料 1-3) 図 1、図 6 による。
https : //www.fsa.go.jp/news/30/singi/20180627.html, last visited on Sep 24, 2018
( 5 ) センターにおける紛争解決手続の流れの詳細は日弁連 (2013) 118頁資料 15-①に図示
されている。なお、センターの活動状況については、竹井 (2012)、坂本 (2013)、日弁連
(2013) 第 1 部 [4] [大宮立]、佐々木 (2017) 参照。また、紛争解決委員による簡単な解







































( 7 ) センターの紛争解決手続は、紛争の類型 (保険契約者、被保険者等が申立てを行う「一
般紛争」、交通事故の被害者が申立てを行う「交通賠責紛争」、家計地震保険の保険金支払
に関する「地震紛争」) によって、若干の運用の差違がある。佐々木 (2017) 67頁参照。
( 8 ) そんぽADRセンター (2011 年度〜2016 年度) の末尾参照。









なお、個々の紛争解決手続は非公開であり (保険業法 308 条の 13 第 7 項)、





















(12) 金融ADR制度のフォローアップに関する有識者会議 (2013) 11頁。
なお、金融ADR 制度の維持には相当な費用を要している筈であるが、苦情解決手続や
紛争解決手続は労働集約的であり、処理件数が増加しても規模の経済が働かないことが指




































(14) センターの運営に関する外部有識者等 (後掲注 8 参照) の意見において、センターの機
関紙 (「そんぽADRセンター」という名称の外部公表物のことと思われる) について「よ
り消費者に分かりやすく、有益なものとした方がよい。」との見解が述べられたようであ
るが (2016 年 3 月。http : //www.sonpo.or.jp/efforts/adr/pdf/index/0014.pdf, last visited
on Jun 29, 2018)、機関紙のみならず (なお、機関紙の 12 号には具体的な相談事例が掲載
されている)、紛争解決手続の終了事案が全件掲載されている『統計号』(そんぽ ADR セ
ンター (2011 年度〜2016 年度) に関しても同様のことが言えるであろう。




http : //www.fsa.go.jp/policy/adr/adr_pamphlet.pdf, last visited on Jun 29, 2018.
また、政府のウェブサイトでは、中立・公正、迅速、低コストが謳われている。
https : //www.gov-online.go.jp/useful/article/201107/2.html#anc01, last visited on Jun
29, 2018.
なお、保険業法においては、「公正」で「的確」であることが規定されているのみであ





















項、308 条の 22 第 1 項)、「中立」という一般原則自体は保険業法で明示されていない。け
れども、紛争解決委員の選任等や指定紛争解決機関の指定・監督によって、金融ADR の
実施主体の中立性が確保されていると整理されているようである (中沢 (2009) 43頁、大
森他 (2011) 53 頁 [中沢則夫=中島康夫]、78 頁 [中島康夫]、関西保険業法研究会
(2016) 159頁 [竹濵修] 参照)。
ちなみに、金融 ADR 制度創設の契機となった、① ｢金融トラブル連絡協議会」の傘下
に設けられた「苦情・紛争処理のモデルに関するワーキング・グループ」が平成 14 年 4
月 25 日にとりまとめた「金融分野の業界団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支
援のモデル」や、② ｢金融トラブル連絡協議会」が平成 20 年 6 月 24 日にとりまとめた
「金融分野における裁判外の苦情・紛争解決支援制度 (金融ADR) の整備にかかる今後の
課題について (座長メモ)」や、③金融審議会金融分科会第一部会･第二部会合同会合が平


















(19) 野口 (2010) 172頁は、「紛争解決機関が類似の事例の判断を行う場合には既存の解決
事案の持つ意味は小さくない」と指摘する。なお、中小企業向けのスワップを巡る紛争に
関する金融ADRの取扱いについて青木 (2013a)、同 (2013b) 参照。
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図 2 紛争解決手続終了事案の終了事由 (件数)
(そんぽADRセンター (2011 年度第 4四半期〜3016 年度第 4四半期) の「3．紛争解決手続の
実施状況」掲載の数値を筆者がグラフ化したもの)
図 3 紛争解決手続終了事案の終了事由 (百分比)




















































分類に従って「契約の募集」(次述 2-1) と「保険金の支払」(後述 2-2)
に分けたうえで
(25)
、そんぽ ADR センター (2015 年度〜2016 年度) の掲載
順に具体事例の分析を行う。具体的には、冒頭にセンターの公表内容を掲
げたうえで、(1) 背景事情、(2) 保険種類、(3) 申立人の請求内容と保険




















れていない限り (特別な限定が付されているのは事案 (f) における「本
件事故に関して「有責」扱いとする和解案」であり、これは保険金支払を
和解内容としている)、損害賠償金の支払が和解内容になっていると考え
られる (事案 (a)、事案 (b)、事案 (d)、事案 (g)、事案 (h)、事案
(i))。
またなお、(a)〜(j) の項目名 (たとえば、事案 (a) では、「2016 年度
第 1 四半期 火災保険−1」) は、当該事案が掲載されている公表文書名
(たとえば、そんぽ ADR センター (2016 年度第 1 四半期)) と、当該文
書中の番号 (たとえば、「火災保険−1」) を示している。
2-1．契約の募集






































い (地震保険法 2 条 2 項 4 号)。第 2 に、家計地震保険の保険金額は、居



































































































の 50%であったと仮定すると、火災保険金額は 1億 6,000万円だったことになる。そして、






































https : //www.mof.go. jp/financial_system/earthquake_insurance/jisin.htm, last visited
on Jun 29, 2018.
なお、住宅金融支援機構特約地震保険に関しては、損保ジャパン日本興亜のウェブサイ
トにおいて、共同住宅の場合の特例が掲載されている。
http : //www. sjnk. co. jp/kinsurance/fireinsurance/jyukou/earthquake/join, last visited






















































































販売されている (2009 年 4 月発売
(34)
)。以前は、「ガン経験者用ガン治療費
(32) たとえば、アメリカン ファミリー ライフ アシュアランス カンパニー オブ コロンバ
ス (American Family Life Assurance Company of Columbus. 略称、アフラック) の日本
支店が、「生きるためのがん保険 寄り添う Days」というがん保険を販売している。
http : //www.aflac.co.jp/gan/ydays, last visited on Jun 29, 2018.




http : //www.sonpo.or.jp/efforts/adr/each/index.html, last visited on Jun 29, 2018.




の引受保険会社ではない。なお、同社は 2016 年 4 月より全ての保険商品の新規契約の販
売を終了している。
↗(34) ｢メディコム ワン」については、軽沢=増田 (2015) 242-243頁、および、セコム損害
20 (602)





















権者がセンターに紛争解決の申立てを行い、2016 年度第 1 四半期 (2016






保険の次のウェブサイトを参照。https : //www.medcom.jp/one, last visited on Jun 29,
2018.
↘

































(36) 軽沢 (2007) 285頁参照。




















本件保険契約の締結がセンターによる紛争解決 (2016 年 4 月〜6月) よ
り 10 年以上前だったとすると (前述(2)参照)、保険法 (2010 年 4 月施
行) ではなく、平成 20 年改正前商法が適用される事案である。当時は傷
害疾病定額保険契約に関する規定が設けられていなかったので、告知義務
違反については損害保険契約に関する改正前商法 644 条 1 項または生命保
















務を免れる。改正前商法 645 条、678 条 2 項の類推適用)。
けれども、この契約解除権は保険契約締結より 5年間を経過すると消滅
する (改正前商法 644 条 2 項、678 条 2 項の類推適用。なお、保険約款に
同様の規定が存在した可能性がある)。ところで、本件保険契約は保険契































険約款 22 条 2 項)。なお、保険契約申込時に告知した過去のがんの診断確
定については、「なかったものとして、」保険約款を適用するので (普通保




22 条 1 項)。
ちなみに、生命保険会社であるが、アフラックが販売している同様の保
険商品である「生きるためのがん保険 寄り添う Days」(正式名称は、













(40) なお、「新ガン経験者用ガン治療費用保険」普通保険約款 13 条 2 項では、保険期間開始
時前または支払責任開始日の前日までにがんと診断確定されていた場合には保険金を支払
わないと規定されているが、同約款 22 条 1 項によって当該保険契約は無効となるので保
険金を支払わないのは当然であり、同約款 13 条 2 項は確認規定であるかと思われる。
(41) アフラック社 (前掲注 32 参照) の当該保険約款は次のウェブサイトで閲覧できる。






























































































普通保険約款 22 条 1 項)、保険契約締結時にがんに罹患していたことを保
険契約者または被保険者が知っていた場合には保険料は返還されない (同
約款 30 条 1 項 2 号
(47)
)。この返還されない保険料相当額について、損害賠償






(47) アフラック社の「生きるためのがん保険 寄り添う Days」においても、同様の約款条









したがって、上記 (ⅱ-1) の (ア)(イ) であった場合には、保険料相当
額について因果関係のある損害と認めることができる。一方、上記 (ⅱ-




は慰謝料請求を認めないのが判例である (最判平成 15 年 12 月 9 日・民集
57 巻 11 号 1887頁)。なお、故意によって他人の財産的利益を侵害した場
合には慰謝料請求を認めることがあるが (最判平成 16 年 11 月 18 日・民




































































































































































































































(50) Ref., http : //www. sjnk. co. jp/˜/media/SJNK/files/kinsurance/yakkan/onest10/ONE-














































































































益の限度で返還義務を負う (民法 703 条)。たとえば、賭博で浪費すれば
現存利益はないとされている (最判昭和 50 年 6 月 27 日・金判 485 号 20
頁)。他方、必要な生活費に支出した場合は現存利益があるとされる (大


















































































































































































































引・割増制度」(merit-rating, experience rating, no-claim discount, or





1984 年に創設された。当初の等級制度においては、等級は 1 等級〜16 等




険年度に、対人事故は 1事故あたり 4等級ダウンし、他の事故は 1事故あ













(56) 世界各国の等級制度については、Lemaire (1995)、鈴木 (1995) 第 2章参照。









6 年間は「事故有」の係数が適用される (6 年間無事故が継続すれば、7
年目には「無事故」の係数が適用される)。なお、「事故有」の係数が適用
されている期間中に保険事故を起こすと、「事故有」の係数が適用される

















































































(60) 児玉 (1991) 565頁、自動車保険の解説 (2017) 53頁参照。





構「自動車保険標準約款」(2017 年 5 月) 自動車保険普通保険約款第 1章賠償責任条項 10
条)。なぜなら、賠償責任額が明らかに自賠責保険の範囲内に収まる場合に保険会社が示
談代行を行うことは、非弁行為を禁ずる弁護士法 72 条に抵触する惧れがあるからである。

















































































































の方法としては、金銭賠償が原則とされている (民法 417 条)。
しかしながら、債務不履行 (履行不能) を理由に、被保険者が保険者と
の示談委任契約を解除のうえ (民法 543 条)、原状回復を求めつつ (なお、
委任契約を解除しても、第三者である被害者の権利を害することはできな




























































































は慰謝料請求を認めないのが判例である (最判平成 15 年 12 月 9 日・民集
























































































款第 4章基本条項の 11 条 1 項本文において次のように規定されている (2014 年 7 月 1 日
〜2015 年 12 月 31 日始期契約用)。「保険契約締結の後、保険対象船舶の全部が滅失した場
合には、その事実が発生した時に保険契約は効力を失います。」
http : //www. tokiomarine-nichido. co. jp/service/pdf/yacht_yakkan_20140701. pdf, last



























































































































































れると規定されている、(イ) 上記 (ア) のような約款規定は存在しないが、当該保険会
社では、搭乗者傷害保険金の支払にあたり、「証明書料」も保険契約者に支払う保険実務





































































(75) 前掲注 72 参照。
66 (648)
























































































































































































































ない場合には (ア) の方法を採らざるを得ない。一方、自動車 (ただし、



























































































にとどまるべきものである」と述べており (最判平成 23 年 2 月 25 日・集





情がない限り、慰謝料請求を認めないのが判例である (最判平成 15 年 12
月 9 日・民集 57 巻 11 号 1887頁。地震保険に関する裁判例)。
なお、保険金請求に関して、保険会社による期待権侵害に基づいて損害






































































































































































































https : //www.aioinissaydowa.co.jp/business/product/toughbiz/pdf/jigyokatudo.pdf, last

















するのが判例である (大審院大正 4年 12 月 24 日・民録 21輯 2182頁、最
判昭和 42 年 10 月 24 日・集民 88 号 741頁、最判平成 8 年 4 月 26 日・生
















































http : //www. tokiomarine-nichido. co. jp/hojin/jigyo/cho_business/hosho/zaisan_toku-
cho02.html,
http : //www. sjnk. co. jp/˜/media/SJNK/files/hinsurance/contents1/bmp_business. pdf,


































































































































































































険の「タフビズ 賠償総合保険」(2016 年 4 月以降始期用) のパンフレットの 12頁、17頁
ではその旨が明記されている。
Ref., https : //www.aioinissaydowa.co.jp/business/product/toughbiz/pdf/baisyo.pdf, last












のが判例である (大審院大正 4年 12 月 24 日・民録 21輯 2182頁、最判昭
和 42 年 10 月 24 日・集民 88 号 741頁、最判平成 8 年 4 月 26 日・生保判

































































































































































































































































































































場合には無効となる (保険法 5 条 2 項)。けれども、事業者向け保険契約










約者、保険会社が共に認識したうえで締結する賠償責任保険契約は、保険法 5条 1 項に外
形的には抵触するものの、有効性を認めてもよいと思われる。典型例としては、MGMグ
ランドホテルが火災事故 (1980 年 11 月。死者 85 名) の後に手配した遡及保険 (back-
dated insurance) がある (金光 (1987) 参照)。
↗
(95) 保険事故不発生の遡及保険契約が保険法 5条 2項に該当するとしても、反対の特約、す
なわち、そのような遡及保険契約を有効とする合意が事業保険に関しては可能である。保
険法 7条では保険法 5条 2 項が片面的強行規定であることが定められているが、事業保険






























なお、福田=古笛 (2008) 28頁 [執筆者不明] は、官公庁発注の請負工事の賠償責任保





























不発生の遡及保険 (上記(ⅱ)。保険法 5 条 2 項) または錯誤 (上記(ⅲ)。





法 36 条 4 号)。本文(5)②参照。↘






































































































(なお、保険法 5 条 1 項に抵触する場合、原則として保険会社は保険契約
者に保険料を返還する義務を負わないが、本件紛争では保険会社も事故発
生を了知したうえで遡及特約の合意をしているので、返還義務が発生する。
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